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改 正 後 現   行 

別記２－２ 別記２－２ 

地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち地域資源活用・

地域連携サポート事業 

 

農山漁村発イノベーション推進事業（農山漁村発イノベーション創

出支援型）のうち農山漁村発イノベーションサポート事業 

第１ 定義 

１ 本事業において「地域資源活用・地域連携事業体」とは、地域

資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出に取

り組む事業者等をいう。 

 

２～３（略） 

 

４ 本事業において「支援対象者」とは、地域資源活用・地域連携

事業体のうち地域委員会が経営改善戦略の作成及び実行を支援

することについて決定した者をいう。 

 

５～７（略） 

 

８ 本事業において「中央プランナー」とは、中央委員会におい

て、地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値

創出の取組に関する専門的な知識経験を有する者として選定す

る民間の専門家をいう。 

 

９ 本事業において「エグゼクティブプランナー」とは、中央委員

第１ 定義 

１ 本事業において「農山漁村発イノベーション事業体」とは、農

山漁村発イノベーションに取り組む事業者等をいう。 

  

 

 ２～３（略） 

 

４ 本事業において「支援対象者」とは、農山漁村発イノベーショ

ン事業体のうち地域委員会が経営改善戦略の作成及び実行を支

援することについて決定した者をいう。 

 

５～７（略） 

 

８ 本事業において「中央プランナー」とは、中央委員会におい

て、農山漁村発イノベーションの取組に関する専門的な知識経

験を有する者として選定する民間の専門家をいう。 

 

 

９ 本事業において「エグゼクティブプランナー」とは、中央委員

（下線部分は改正部分） 
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会において、地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携に

よる価値創出の取組に関する専門的な知識経験が特に豊富で高

度な指導能力を有する者として選定する民間の専門家をいう。 

 

10（略） 

 

11 本事業において「地域プランナー」とは、地域委員会におい

て、地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値

創出の取組に関する専門的な知識経験を有する者として選定す

る民間の専門家をいう。 

 

12・13（略） 

 

会において、農山漁村発イノベーションの取組に関する専門的

な知識経験が特に豊富で高度な指導能力を有する者として選定

する民間の専門家をいう。 

 

10（略） 

 

11 本事業において「地域プランナー」とは、地域委員会におい

て、農山漁村発イノベーションの取組に関する専門的な知識経

験を有する者として選定する民間の専門家をいう。 

 

 

12・13（略） 

 

第２ 事業の内容等 

本事業の種類及び内容については、次の定めによるものとする。 

なお、事業の実施期間は１年間とし、具体的な事業内容、対象経

費、選定要件、事業実施主体、交付率及び助成額は、別表１及び別

表２の定めによるものとする。 

１ 地域資源活用・地域連携中央サポート事業 

（１）地域資源活用・地域連携中央サポートセンター運営事業 

地域資源活用・地域連携都道府県サポートセンター（以下

「都道府県サポートセンター」という。）及び農商工系支援組

織等（農業系支援組織（農業経営法人化支援総合事業実施要綱

（令和３年３月 26 日付け２経営第 2988 号農林水産事務次官

依命通知）別記１の農業経営者サポート事業において就農サ

ポート及び経営サポートを総合的に実施する体制を整備して

第２ 事業の内容等 

本事業の種類及び内容については、次の定めによるものとする。 

なお、事業の実施期間は１年間とし、具体的な事業内容、対象経

費、選定要件、事業実施主体、交付率及び助成額は、別表１及び別

表２の定めによるものとする。 

１ 農山漁村発イノベーション中央サポート事業 

（１）農山漁村発イノベーション中央サポートセンター運営事業 

  農山漁村発イノベーション都道府県サポートセンター（以

下「都道府県サポートセンター」という。）及び農商工系支援

組織等（農業系支援組織（農業経営法人化支援総合事業実施要

綱（令和３年３月 26 日付け２経営第 2988 号農林水産事務次

官依命通知）別記１の農業経営者サポート事業において就農

サポート及び経営サポートを総合的に実施する体制を整備し
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いる組織をいう。）及び商工系支援組織等をいう。以下同じ。）

（以下「都道府県サポートセンター等」という。）を全国的な

視点で支援するため、地域資源活用・地域連携中央サポートセ

ンター（以下「中央サポートセンター」という。）を設置し、

中央プランナー等の選定・登録及び支援対象者等への派遣等

を行う。 

（２）地域資源活用・地域連携促進事業 

起業促進プラットフォーム「INACOME（イナカム）」等を通

じた農山漁村での起業支援や情報発信等を行う。 

また、地域と民間企業が連携して地域課題を解決する官民

共創による取組を強化するための支援や仕組みの構築を行

う。 

（３）（略） 

 

２ 地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業 

地域資源活用・地域連携事業体の経営改善や経営全体の付加

価値向上の取組を支援するため、各都道府県に相談窓口となる

都道府県サポートセンターを設置し、地域プランナーの選定・登

録及び支援対象者等への派遣等を行うとともに、都道府県戦略

及び市町村戦略の策定や地域資源の活用や地域の多様な事業者

との連携による価値創出に取り組む人材の育成等を行う。 

 

ている組織をいう。）及び商工系支援組織等をいう。以下同

じ。）（以下「都道府県サポートセンター等」という。）を全

国的な視点で支援するため、農山漁村発イノベーション中央

サポートセンター（以下「中央サポートセンター」という。）

を設置し、中央プランナー等の選定・登録及び支援対象者等へ

の派遣等を行う。 

 （２）農山漁村発イノベーション促進事業 

    起業促進プラットフォーム「INACOME（イナカム）」等を通

じた農山漁村での起業支援や情報発信等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 （３）（略） 

 

２ 農山漁村発イノベーション都道府県サポート事業 

  農山漁村発イノベーション事業体の経営改善や経営全体の付

加価値向上の取組を支援するため、各都道府県に相談窓口とな

る都道府県サポートセンターを設置し、地域プランナーの選定・

登録及び支援対象者等への派遣等を行うとともに、都道府県戦

略及び市町村戦略の策定や農山漁村発イノベーションに取り組

む人材の育成等を行う。 

 

第３ 成果目標と目標年度 第３ 成果目標と目標年度 
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１ 成果目標 

本事業における成果目標は、次の定めによるものとする。 

（１）地域資源活用・地域連携中央サポート事業 

ア（略） 

イ 地域資源活用・地域連携促進事業 

別表１の事項１の（２）の具体的な事業内容に記載の取組

に対し、それぞれ定量的な目標を設定すること。  

ウ（略） 

（２）都道府県サポート事業 

ア（略） 

イ 別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の（４）の取組を

実施する場合 

地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値

創出に係る実施方針や活用する地域資源等を定めた都道府県

戦略及び市町村戦略を策定すること。  

ウ（略） 

 

２（略） 

 

 １ 成果目標 

   本事業における成果目標は、次の定めによるものとする。 

 （１）農山漁村発イノベーション中央サポート事業 

   ア（略） 

   イ 農山漁村発イノベーション促進事業 

    プラットフォーム加入者数及び起業者と地方公共団体等の

マッチング件数に係る定量的な目標を設定すること。  

   ウ（略） 

 （２）都道府県サポート事業 

   ア（略） 

 イ 別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の（４）の取組を実

施する場合 

農山漁村発イノベーションの実施方針や活用する地域資源

等を定めた都道府県戦略及び市町村戦略を策定すること。 

 

ウ（略） 

 

 ２（略） 

 

第４ 事業の採択基準等 

１ 事業の採択基準 

（１）事業実施計画が、事業の目的に照らして適切なものであり、

かつ、事業を確実に遂行するため適切なものであること。 

（２）事業実施計画において、本事業の成果目標が明記されてお

り、かつ、適切な効果の検証が行われることが見込まれるもの

であること。 

第４ 事業の採択基準等 

１ 事業の採択基準 

（１）事業実施計画等が、事業の目的に照らして適切なものであ

り、かつ、事業を確実に遂行するため適切なものであること。 

（２）事業実施計画等において、本事業の成果目標が明記されて

おり、かつ、適切な効果の検証が行われることが見込まれるも

のであること。 
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（３）～（８）（略） 

 

２ 事業実施に当たっての留意事項 

（１）中央サポートセンター運営事業を実施する場合 

ア 事業実施主体は、地域資源活用・地域連携事業体による経

営改善戦略の作成・実行に当たり、都道府県サポートセンタ

ー等が支援対象者のデジタル技術の活用に関するニーズも

踏まえつつ行う支援に十分対処できるよう、国、都道府県、

株式会社農林漁業成長産業化支援機構、支援対象事業活動

支援団体（株式会社農林漁業成長産業化支援機構法（平成 24

年法律第 83 号。以下「機構法」という。）第 21 条第１項第

２号に規定する支援対象事業活動支援団体をいう。以下同

じ。）、株式会社日本政策金融公庫、デジタル技術の活用に

関する民間団体等との連携を図るものとする。 

（削る。） 

 

 

 

 

イ 特定の農林漁業者等や企業、団体のみの利益追求のため

に実施するものではないため、事業実施主体（その委託先を

含む。）及び中央プランナー等は、本事業の実施に当たり、

事業実施期間中において支援を行った地域資源活用・地域

連携事業体から中央プランナー等の派遣に要する費用を受

領することはできないものとする。 

ウ～オ（略） 

（３）～（８）（略） 

 

２ 事業実施に当たっての留意事項 

（１）中央サポートセンター運営事業を実施する場合 

ア 事業実施主体は、農山漁村発イノベーション事業体によ

る経営改善戦略の作成・実行に当たり、都道府県サポートセ

ンター等が支援対象者のデジタル技術の活用に関するニー

ズも踏まえつつ行う支援に十分対処できるよう、国、都道府

県、株式会社農林漁業成長産業化支援機構、支援対象事業活

動支援団体（株式会社農林漁業成長産業化支援機構法（平成

24 年法律第 83 号。以下「機構法」という。）第 21 条第１

項第２号に規定する支援対象事業活動支援団体をいう。以

下同じ。）、株式会社日本政策金融公庫、デジタル技術の活

用に関する民間団体等との連携を図るものとする。 

イ 事業実施主体は、支援活動を円滑に行うことができるよ

う、ケ、サ及びスで作成する支援シート、支援状況、中央プ

ランナー等の評価及び派遣後の経営改善状況について、翌

年度の事業実施主体が当該情報の利用を求める場合には、

本人に通知し、同意を得た上で提供すること。 

ウ 特定の農林漁業者等や企業、団体のみの利益追求のため

に実施するものではないため、事業実施主体（その委託先を

含む。）及び中央プランナー等は、本事業の実施に当たり、

事業実施期間中において支援を行った農山漁村発イノベー

ション事業体から中央プランナー等の派遣に要する費用を

受領することはできないものとする。 

エ～カ（略） 
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カ 本事業による支援期間は、同一の事業者及び取組に対し

て１年を単位とし、原則２回まで受けられるものとする。 

 

キ 事業実施主体は、支援を行う地域資源活用・地域連携事業

体の選定に当たって、以下に該当する者を優先的に選定す

るものとする。 

（ア）当該年度に地域資源活用価値創出推進事業（創出支援

型）のうち地域資源活用・地域連携推進支援事業による取

組を実施する者 

（イ）当該年度に地域資源活用・地域連携整備事業（産業支援

型）による取組を実施する者 

（ウ）（略） 

ク 事業実施主体は、エグゼクティブプランナーの派遣に当

たって、都道府県サポートセンター等と共同で支援シート

を別紙様式第６号により作成すること。 

支援シートの作成に当たっては、都道府県サポートセンタ

ー等から地域資源活用・地域連携事業体に係る財務諸表等の

支援に必要な資料の提供を受けるとともに、地域資源活用・

地域連携事業体が地域資源を活用した地域の農林漁業者等

による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に

関する法律（平成 22 年法律第 67 号。以下「六次産業化・地

産地消法」という。）第５条第１項の認定を受けた農林漁業

者等である場合には、国がフォローアップ（地域資源を活用

した農林漁業者等による新事業の創出等及び農林水産物の

利用促進に関する法律関係事務処理要領（平成 26 年６月 20

付け 26 食産第 1301 号食料産業局産業連携課長通知）第１

キ 農山漁村発イノベーション事業の支援期間は、同一の事

業者及び取組に対して１年を単位とし、原則２回まで受け

られるものとする。 

ク 事業実施主体は、支援を行う農山漁村発イノベーション

事業体の選定に当たって、以下に該当する者を優先的に選

定するものとする。 

（ア）当該年度に農山漁村発イノベーション推進事業（農山漁

村発イノベーション創出支援型）のうち農山漁村発イノ

ベーション推進支援事業による取組を実施する者 

（イ）当該年度に農山漁村発イノベーション整備事業（産業支

援型）による取組を実施する者 

（ウ）（略） 

ケ 事業実施主体は、エグゼクティブプランナーの派遣に当

たって、都道府県サポートセンター等と共同で支援シート

を別紙様式第６号により作成すること。 

支援シートの作成に当たっては、都道府県サポートセンタ

ー等から農山漁村発イノベーション事業体に係る財務諸表

等の支援に必要な資料の提供を受けるとともに、農山漁村発

イノベーション事業体が地域資源を活用した農林漁業者等

による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に

関する法律（平成 22 年法律第 67 号。以下「六次産業化・地

産地消法」という。）第５条第１項の認定を受けた農林漁業

者等である場合には、国がフォローアップ（地域資源を活用

した農林漁業者等による新事業の創出等及び農林水産物の

利用促進に関する法律関係事務処理要領（平成 26 年６月 20

付け 26 食産第 1301 号食料産業局産業連携課長通知）第１
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章第４の３のフォローアップをいう。以下（４）において同

じ。）において作成した当該農林漁業者等に係るモニタリン

グシートの提供を受けるものとする。 

ケ（略） 

コ 事業実施主体は、支援シート及び支援報告シートに記載

された個人情報及び地域資源活用・地域連携事業体が秘密

として管理している生産方法、販売方法その他の事業活動

に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られ

ていないもの（以下「営業秘密」という。）の提供について、

あらかじめ地域資源活用・地域連携事業体の同意を得た上

で、都道府県サポートセンター等と共有するものとする。 

 

サ 事業実施主体は、中央プランナー等の派遣を受けた地域

資源活用・地域連携事業体の経営状況について、支援実施年

度から当該地域資源活用・地域連携事業体が定めた目標年

度までの間、毎年、当該支援を依頼した都道府県サポートセ

ンター等と共同で調査を行い、別紙様式第 11 号に取りまと

めること。 

シ 事業実施主体は、支援活動を円滑に行うことができるよ

う、ク、ケ及びサで作成する支援シート、支援状況、中央プ

ランナー等の評価及び派遣後の経営改善状況について、翌

年度の事業実施主体が当該情報の利用を求める場合には、

本人に通知し、同意を得た上で提供すること。 

（削る。） 

 

 

章第４の３のフォローアップをいう。以下（４）において同

じ。）において作成した当該農林漁業者等に係るモニタリン

グシートの提供を受けるものとする。 

コ（略） 

サ 事業実施主体は、支援シート及び支援報告シートに記載

された個人情報及び農山漁村発イノベーション事業体が秘

密として管理している生産方法、販売方法その他の事業活

動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知ら

れていないもの（以下「営業秘密」という。）の提供につい

て、あらかじめ農山漁村発イノベーション事業体の同意を

得た上で、都道府県サポートセンター等と共有するものと

する。 

シ 事業実施主体は、中央プランナー等の派遣を受けた農山

漁村発イノベーション事業体の経営状況について、支援実

施年度の翌年度から当該農山漁村発イノベーション事業体

が定めた目標年度までの間、毎年、当該支援を依頼した都道

府県サポートセンター等と共同で調査を行い、別紙様式第

11 号に取りまとめること。 

（新設） 

 

 

 

 

ス 事業実施主体は、国から求められた場合には、支援シー

ト、支援状況、中央プランナー等の評価及びその派遣後の農

山漁村発イノベーション事業体の経営改善状況の調査に関
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（２）地域資源活用・地域連携促進事業のうち、別表１の事項１の

（２）の具体的な事業内容の欄の（１）の取組を実施する場合 

事業実施主体は、国が貸与する起業促進プラットフォーム

「INACOME（イナカム）」等を活用して事業を行うこととする。

（３）地域資源活用・地域連携促進事業のうち、別表１の事項１の

（２）の具体的な事業内容の欄の（２）の取組を実施する場合 

 事業実施主体は、特定の地域における課題認識や地場の企

業とのつながりを有する地域金融機関等の企業と積極的に連

携しつつ、事業を行うこととする。 

（４）（略） 

（５）都道府県サポート事業のうち、別表１の事項２の具体的な事

業内容の欄の（１）から（３）までの取組を実施する場合 

ア～ケ（略） 

コ 事業実施主体は、支援対象者等の選定に当たって以下に

該当する者について優先的に選定する。 

（ア）当該年度に地域資源活用価値創出推進事業（創出支援

型）のうち地域資源活用・地域連携推進支援事業による取

組を実施する者 

（イ）当該年度に地域資源活用価値創出整備事業（産業支援

型）による取組を実施する者 

（ウ）（略） 

サ～ソ（略） 

タ 事業実施主体は、地域プランナー等の支援を受けた支援

対象者等に対して、支援実施年度から支援対象者等が定め

た目標年度までの間、毎年、経営改善戦略の実行状況等を含

する情報を国に提供するものとする。 

（２）農山漁村発イノベーション促進事業を実施する場合 

事業実施主体は、国が貸与する起業促進プラットフォーム

「INACOME（イナカム）」等 を活用して事業を行うこととする。 

 

（新設） 

 

 

 

 

（３）（略） 

（４）都道府県サポート事業のうち、別表１の事項２の具体的な

事業内容の欄の（１）から（３）までの取組を実施する場合 

ア～ケ（略） 

コ 事業実施主体は、支援対象者等の選定に当たって以下に

該当する者について優先的に選定する。 

 （ア）当該年度に農山漁村発イノベーション推進事業（農山

漁村発イノベーション創出支援型）のうち農山漁村発

イノベーション推進支援事業による取組を実施する者 

 （イ）当該年度農山漁村発イノベーション整備事業（産業支

援型）による取組を実施する者 

 （ウ）（略） 

サ～ソ（略） 

タ 事業実施主体は、地域プランナー等の支援を受けた支援

対象者等に対して、支援実施年度の翌年度から支援対象者

等が定めた目標年度までの間、毎年、経営改善戦略の実行状
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む経営改善状況の調査を別紙様式第 11号により行うととも

に、地域委員会において当該調査結果の評価を行い、その内

容を支援シートに記録すること。 

（削る。） 

 

 

 

（６）都道府県サポート事業のうち、別表１の事項２の具体的な事

業内容の欄の（１）から（３）までの取組と併せて、（４）及

び（５）の取組を実施する場合 

ア 別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の（４）の取組を

実施する場合 

（ア）都道府県が組織する地域資源活用・地産地消推進協議会

の構成員として、財務局、経済産業局及び地方運輸局並び

に当該都道府県の区域を営業範囲とする支援対象事業活

動支援団体の参加を求めること。 

（イ）（略） 

イ 別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の（４）及び（５）

の取組を実施する場合 

 

（ア）事業実施主体は、市町村が計画する取組に対して、適当

と認める場合には、当該取組に係る経費を交付対象経費

として支援できるものとする。 

なお、市町村が都道府県サポート事業と同様の取組につ

いて実施を希望する場合は、別紙様式第４号に準じて事業

実施計画を策定し、別紙様式第 12 号により都道府県知事

況等を含む経営改善状況の調査を別紙様式第 11号により行

うとともに、地域委員会において当該調査結果の評価を行

い、その内容を支援シートに記録すること。 

   チ 事業実施主体は、国から求められた場合には、支援シー

ト、地域プランナーの評価及びその派遣後の支援対象者等

の経営改善状況の調査に関する情報を国に提供するものと

する。 

（５）都道府県サポート事業のうち、別表１の事項２の具体的な

事業内容の欄の（１）から（３）までの取組と併せて、（４）

及び（５）の取組を実施する場合 

ア 別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の（４）の取組を

実施する場合 

（ア）都道府県が組織する農山漁村発イノベーション・地産地

消推進協議会の構成員として、財務局、経済産業局及び地

方運輸局並びに当該都道府県の区域を営業範囲とする支

援対象事業活動支援団体の参加を求めること。 

（イ）（略） 

イ 別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の（４）及び（５）

の取組を実施する場合（４）については５年程度、（５）に

ついては事業実施年度とする。 

（ア）事業実施主体は、市町村が計画する取組に対して、適当

と認める場合には、当該取組に係る経費を交付対象経費

として支援できるものとする。 

なお、市町村が農山漁村発イノベーション都道府県サポ

ート事業と同様の取組について実施を希望する場合は、別

紙様式第４号に準じて事業実施計画を策定し、別紙様式第
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へ提出し、その内容について協議するものとする。都道府

県知事は、その協議内容を審査し、適当であると認める場

合には承認し、その内容を踏まえ、第５の２に定める事業

実施計画を策定するものとする。 

 

（イ）第５の２の事業実施計画の策定（当初計画に限る。）に

当たっては、別表１の事項２の具体的な事業内容の欄の

（４）及び（５）（デジタル技術の活用に要する経費は除

く。）の事業費の合計額が、事項２の具体的な事業内容の

欄の（１）から（５）までの事業費の合計額の１／５以下

とすること。 

 

３ 特認団体の申請をする団体は、事業実施計画を提出する際、

別紙様式第 13 号を併せて農村振興局長に提出して、その承認を

受けるものとする。 

 

12 号により都道府県知事へ提出し、その内容について協

議するものとする。都道府県知事は、その協議内容を審査

し、適当であると認める場合には承認し、その内容を踏ま

え、第５の２に定める事業実施計画等を策定するものとす

る。 

（イ）第５の２の事業実施計画等の策定（当初計画に限る。）

に当たっては、別表１の事項２の具体的な事業内容の欄

の（４）及び（５）（デジタル技術の活用に要する経費は

除く。）の事業費の合計額が、事項２の具体的な事業内容

の欄の（１）から（５）までの事業費の合計額の１／５以

下とすること。 

 

３ 特認団体の申請をする団体は、事業実施計画等を提出する際、

別紙様式第 13 号を併せて農村振興局長に提出して、その承認を

受けるものとする。 

 

第５ 事業の実施手続等 

１ 事業の公募等 

（１）第２の１の事業については、農村振興局長が別に定める公募

要領（以下「公募要領」という。）により、事業実施提案書の

公募及び交付対象事業の候補の選定を行うものとする。 

（２）第２の２の事業については、都道府県から提出された事業実

施計画案について、第７に基づき予算を配分する。 

 

２ 事業実施計画の申請 

（１）第２の１の事業を実施するに場合にあっては、事業実施主体

第５ 事業の実施手続等 

 １ 事業の公募 

第２の１の事業については、農村振興局長が別に定める公募

要領（以下「公募要領」という。）により、事業実施提案書の公

募及び交付対象事業の候補の選定を行うものとする。 

（新設） 

 

 

２ 事業実施計画等の申請 

（１）第２の１の事業を実施するに場合にあっては、事業実施主体
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は、１の選定を受けてから１月以内に、次のアからウに掲げる

事業ごとに、それぞれ定める様式により、事業実施計画を策定

し、農村振興局長に提出するものとする。 

ア 地域資源活用・地域連携中央サポートセンター運営事業 

別紙様式第１号 

イ 地域資源活用・地域連携促進事業 別紙様式第２号 

ウ（略） 

（２）第２の２の事業を実施する場合にあっては、事業実施主体

は、別紙様式第４号により事業実施計画を策定し、地方農政局

長等に提出するものとする。 

（３）事業実施主体は、別紙様式第１号から別紙様式第４号までの

別添の環境負荷低減のチェックシートに記載された各取組に

ついて、事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で、当

該チェックシートを事業実施計画に添付して農村振興局長又

は地方農政局長等へ提出するものとする。 

（４）農村振興局長及び地方農政局長等（以下「事業承認者」とい

う。）は、（１）及び（２）により提出された事業実施計画の

内容、対象経費等を精査し、交付等要綱、この要領等に照らし

て適当であると認める場合は、これを承認するものとする。 

（５）事業承認者（農村振興局長を除く。）は、（４）により承認

した事業実施計画について、別紙様式第５号により農村振興

局長に報告するものとする。 

（６）３に定める事業実施計画の重要な変更については、（１）か

ら（５）までの規定を準用する。この場合において、（１）の

規定中「１の選定を受けてから１月以内に」とあるのは「事業

実施計画を変更するときは」と、（１）及び（２）の規定中「事

は、１の選定を受けてから１月以内に、次のアからウに掲げる

事業ごとに、それぞれ定める様式により、事業実施計画等を策

定し、農村振興局長に提出するものとする。 

ア 農山漁村発イノベーション中央サポートセンター運営事業 

別紙様式第１号 

イ 農山漁村発イノベーション促進事業 別紙様式第２号 

ウ（略） 

（２）第２の２の事業を実施する場合にあっては、事業実施主体

は、別紙様式第４号により事業実施計画等を策定し、地方農政

局長等に提出するものとする。 

（３）事業実施主体は、別紙様式第１号から別紙様式第４号まで

の別添の環境負荷低減のチェックシートに記載された各取組

について、事業実施期間中に実施する旨をチェックした上で、

当該チェックシートを事業実施計画等に添付して農村振興局

長又は地方農政局長等へ提出するものとする。 

（４）農村振興局長及び地方農政局長等（以下「事業承認者」とい

う。）は、（１）及び（２）により提出された事業実施計画等

の内容、対象経費等を精査し、交付等要綱、この要領等に照ら

して適当であると認める場合は、これを承認するものとする。 

（５）事業承認者（農村振興局長を除く。）は、（４）により承認

した事業実施計画等について、別紙様式第５号により農村振

興局長に報告するものとする。 

（６）３に定める事業実施計画等の重要な変更については、（１）

から（５）までの規定を準用する。この場合において、（１）

の規定中「１の選定を受けてから１月以内に」とあるのは「事

業実施計画等を変更するときは」と、（１）及び（２）の規定
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業実施主体は、」とあるのは「事業実施主体は、事業実施計画

を変更するときは」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

 

３ 事業実施計画の重要な変更 

（１）～（５）（略） 

（６）第２の１の（１）及び（３）の事業を実施する場合にあって

は、別表１の具体的な事業内容の欄の（１）から（３）までの

各事業に要する経費の３割を超える増減 

（７）第２の１の（２）の事業を実施する場合にあっては、別表１

の具体的な事業内容の欄のアからウまでの各事業に要する経

費の３割を超える増減 

（８）（略） 

 

４（略） 

（１）事業実施主体は、他の民間団体等に本事業の全部又は一部を

委託して行わせるときは、次に掲げる事項を事業実施計画に

記載することにより事業承認者の承認を得るものとする。た

だし、第２の１の各事業を委託して行わせる場合、それぞれの

事業において事業費の２分の１を超えないこと。また、第２の

２の事業のうち、都道府県戦略及び市町村戦略の策定に係る

ものについては、委託により実施してはならない。 

ア・イ（略） 

（２）・（３）（略） 

 

中「事業実施主体は、」とあるのは「事業実施主体は、事業実

施計画等を変更するときは」とそれぞれ読み替えるものとす

る。 

 

３ 事業実施計画等の重要な変更 

（１）～（５）（略） 

（６）第２の１の各事業を実施する場合にあっては、別表１の具

体的な事業内容の欄の（１）から（３）までの各事業に要する

経費の３割を超える増減 

（新設） 

 

 

（７）（略） 

 

４（略） 

（１）事業実施主体は、他の民間団体等に本事業の全部又は一部

を委託して行わせるときは、次に掲げる事項を事業実施計画

等に記載することにより事業承認者の承認を得るものとす

る。ただし、第２の１の各事業を委託して行わせる場合、それ

ぞれの事業において事業費の２分の１を超えないこと。また、

第２の２の事業のうち、都道府県戦略及び市町村戦略の策定

に係るものについては、委託により実施してはならない。 

ア・イ（略） 

（２）・（３）（略） 

 

第７ 配分基準 第７ 配分基準 
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各都道府県が作成した事業実施計画案に記載された取組等に対

して１の評価項目ごとに定める配点基準に従ってポイントを与え

た上で、２に掲げる方法により算定された額を合計し、各都道府県

へ予算を配分する。 

 

 

 

１ 評価項目ごとの配点基準及びポイント 

各都道府県の取組に対して付与するポイントは、次の表によ

るものとする。 

評価項目及び配点基準 ポイント 

①多様な関係者が参画して地域資源の活用や

地域の多様な事業者との連携による価値創

出を推進するための地域資源活用・地産地

消推進協議会が設置されているか。 

・設置されている。 

・整備されていない。 

（略） 

 

 

 

 

②地域における地域資源の活用や地域の多様

な事業者との連携による価値創出の取組を

総合的かつ計画的に推進するための都道府

県戦略を策定しているか。 

・策定済 

・未策定 

（略） 

 

③（略） （略） 

④直近３年間で地域資源の活用や地域の多様

な事業者との連携による価値創出に取り組

（略） 

都道府県サポート事の予算配分の考え方は、以下のとおりとす

る。 

 １ 配分方法 

   各都道府県が作成した事業実施計画等に記載された取組等に

対して（１）の評価項目ごとに定める配点基準に従ってポイン

トを与えた上で、（２）及び（３）に掲げる方法により算定され

た額を合計し、各都道府県へ配分する。 

 （１）評価項目ごとの配点基準及びポイント 

各都道府県の取組に対して付与するポイントは、次の表に

よるものとする。 

評価項目及び配点基準 ポイント 

①多様な関係者が参画して農山漁村発イノベ

ーションを推進するための農山漁村発イノ

ベーション・地産地消推進協議会が設置さ

れているか。 

・設置されている。 

 ・整備されていない。 

（略） 

②地域における農山漁村発イノベーションの

取組を総合的かつ計画的に推進するための

都道府県戦略を策定しているか。 

 ・策定済 

 ・未策定 

 

（略） 

③（略） （略） 

④直近３年間で農山漁村発イノベーションに

取り組む人材の育成に取り組んでいるか。

（略） 
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む人材の育成に取り組んでいるか。（国の補

助事業の活用は問わない。） 

・取り組んでいる。あわせて、デジタル技術

の活用に関する知見を習得した人材の育

成を行っている。 

・取り組んでいる。ただし、デジタル技術の

活用に関する知見を習得した人材の育成

は行っていない。 

・取り組んでいない。 

⑤（略） （略） 

⑥地域資源の活用や地域の多様な事業者との

連携による価値創出に取り組む事業者を支

援するための支援体制（都道府県サポート

センターや都道府県独自の支援体制など）

が整備されているか。 

・整備されている。あわせて、デジタル技術

の活用に関する相談にも対応できる体制

が整備されている。 

・整備されている。ただし、デジタル技術の

活用に関する相談に対応できる体制は整

備されていない。 

・整備されていない。 

（略） 

⑦～⑨（略） （略） 

⑩地域資源活用・地域連携事業体や市町村、商

工会等の関係する機関に対して、地域資源

の活用や地域の多様な事業者との連携によ

（略） 

（国の補助事業の活用は問わない。） 

・取り組んでいる。あわせて、デジタル技術

の活用に関する知見を習得した人材の育

成を行っている。 

・取り組んでいる。ただし、デジタル技術の

活用に関する知見を習得した人材の育成

は行っていない。 

・取り組んでいない。 

 

⑤（略） （略） 

⑥農山漁村発イノベーションに取り組む事業

者を支援するための支援体制（都道府県サ

ポートセンターや都道府県独自の支援体制

など）が整備されているか。 

・整備されている。あわせて、デジタル技術

の活用に関する相談にも対応できる体制

が整備されている。 

・整備されている。ただし、デジタル技術の

活用に関する相談に対応できる体制は整

備されていない。 

・整備されていない。 

 

（略） 

⑦～⑨（略） （略） 

⑩農山漁村発イノベーション事業体や市町

村、商工会等の関係する機関に対して、農山

漁村発イノベーションの推進に資する情報

（略） 



- 15 - 

る価値創出の推進に資する情報を提供して

いるか。 

・地域資源活用・地産地消推進協議会や人材

育成研修会の場において、国の支援制度

や参考となる全国各地の取組事例、都道

府県及び中央サポートセンターと連携し

た支援情報を提供した。 

 

２ 前年度の事業実績等に応じた配分 

予算額の５割に相当する額を、各都道府県の配分年度の事業

実施に要する額（以下「要望額」という。）の比率に基づき按分

し、配分額を算定するものとする。なお、要望額は、次により算

定するものとする。 

（１）配分年度の前年度に事業実績がある場合 

次式により算定される額又は各都道府県の要望調査の額

（以下「実要望額」という。）のいずれか低い額を要望額とす

るものとする。 

なお、前年度（実績値の集計前である場合には見込みによ

る。）の事業実績が計画目標値を下回り、未達成となった場合

は、支援対象者等の増加に係る補正は行わないものとする。 

 

配分年度の前年度の都道府県への配分額 × 予算額の増

減率（注１） × 支援対象者等の増減率に応じて定めた率

（注２） 

 

注１：配分年度の予算額を配分年度の前年度の予算額で除し

を提供しているか。 

  ・農山漁村発イノベーション・地産地消推

進協議会や人材育成研修会の場におい

て、国の支援制度や参考となる全国各地

の取組事例、都道府県及び中央サポート

センターと連携した支援情報を提供し

た。 

 

（２）前年度の事業実績等に応じた配分 

    予算額の５割に相当する額を、各都道府県の配分年度の事

業実施に要する額（以下「要望額」という。）の比率に基づき

按分し、配分額を算定するものとする。なお、要望額は、次に

より算定するものとする。 

  ア 配分年度の前年度に事業実績がある場合 

予算額の増減率（注１）及び支援対象者等の増減率（注２）

をそれぞれ配分年度の前年度の都道府県別の配分額に乗じ

た額を算定し、各都道府県の要望調査の額（以下「実要望額」

という。）と比して、安価となる額を要望額とするものとす

る。 

なお、前年度（実績値の集計前である場合には見込みによ

る。）の事業実績が計画目標値を下回り、未達成となった場

合は、支援対象者等の増加に係る補正は行わないものとす

る。 

注１：配分年度の予算額を前年度の予算額で除して算定す

る。 

注２：配分年度の事業実施計画等に記載された支援対象者等
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て算定する。 

注２：配分年度の事業実施計画に記載された支援対象者等の

数に係る目標値を、配分年度の前年度の本事業の実績報

告書に記載された支援対象者等の年度実績（実績値の集

計前である場合には見込みによる。）で除して算定され

た支援対象者の増減率に応じて定めた率とする。 

支援対象者等の増減率 乗 率 

80％未満 80％ 

80％以上 100％未満 90％ 

100％ 100％ 

100％より大きく 120％未満 110％ 

120％以上 120％ 

 

（２）配分年度の前年度に事業実績がない場合 

配分年度の前年度における本事業に係る予算の配分額にお

ける支援対象者等の人数当たりの平均額（注３）に、当該年度

計画の支援対象者等の計画人数を乗じた額又は実要望額のい

ずれか低い額を要望額とするものとする。 

注３：全ての都道府県の配分年度の前年度における本事業に

係る予算の配分額を、全ての都道府県の当該年度の支援

対象者等の数（実績値の集計前である場合には見込みに

よる。）で除して算定する。 

 

（３）前々年度の不用額の配分額への反映 

都道府県に配分した予算の効率的な執行を図るため、前々

年度の不用額の発生率（注４）に応じて定めた率を（１）又は

の数に係る目標値を、前年度の本事業の実績報告書に記

載された支援対象者等の年度実績（実績値の集計前であ

る場合には見込みによる。）で除して算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 配分年度の前年度に事業実績がない場合 

配分年度の前年度における本事業に係る予算の配分額に

おける支援対象者等の人数当たりの平均額（注３）に、当該

年度計画の支援対象者等の計画人数を乗じた額を算定し、

実要望額と比して、安価となる額を要望額とするものとす

る。 

注３：全ての都道府県の配分年度の前年度における本事業に

係る予算の配分額を、全ての都道府県の当該年度の支援

対象者等の数（実績値の集計前である場合には見込みに

よる。）で除して算定する。 

  ウ 前々年度の不用額の配分額への反映 

    都道府県に配分した予算の効率的な執行を図るため、

前々年度の不用額の発生率（注４）に応じて定めた率をア



- 17 - 

（２）の要望額に乗じて算出した額を要望額とするものとす

る。 

前々年度不用額率 乗 率 

５％未満 100％ 

５％以上 20％未満 95％ 

20％以上 40％未満 90％ 

40％以上 80％ 

注４：配分年度の前々年度における各都道府県の不用額を、

当該年度の各都道府県の割当額で除して算定する 

 

３ ２により付与したポイントに応じた配分 

要望額から２により配分する額を控除した額を上限に、１に

より付与したポイント数に基づき、配分額を算定するものとす

る。 

 

 

又はイの要望額に乗じて算出した額を要望額とするものと

する。 

前々年度不用額率 乗 率 

５％未満 100％ 

５％以上 20％未満 95％ 

20％以上 40％未満 90％ 

40％以上 80％ 

注４：配分年度の前々年度における各都道府県の不用額を、

当該年度の各都道府県の割当額で除して算定する。 

 

 （３）（１）により付与したポイントに応じた配分 

予算額のうち（２）に要する額を減じた額を、（１）により

付与したポイント数に基づき、要望残額（要望額から（２）に

より配分する額を控除した額）を上限に按分し、配分額を算定

するものとする。 

 

第９ 事業成果の評価等の報告 

１・２（略） 

 

３ 地域プランナー等の派遣を受けた支援対象者等の経営改善状

況の報告 

別表１の事項１の（１）及び事項２の事業を実施した場合にあ

っては、事業実施主体は、地域プランナー等の派遣を受けた支援

対象者等の経営改善状況について調査（以下「経営改善状況調

査」という。以下同じ。）を行い、支援実施年度から支援対象者

等が定めた目標年度までの間、毎年その結果を別紙様式第 15 号

第９ 事業成果の評価等の報告 

１・２（略） 

 

３ 地域プランナー等の派遣を受けた支援対象者等の経営改善状

況の報告 

別表１の事項１の（１）及び事項２の事業を実施した場合にあ

っては、事業実施主体は、地域プランナー等の派遣を受けた支援

対象者等の経営改善状況について調査（以下「経営改善状況調

査」という。以下同じ。）を行い、支援年度の翌年度から支援対

象者等が定めた目標年度までの間、毎年その結果を別紙様式第
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に取りまとめた上で、原則調査対象事業年度の翌年度の６月末

までに、事業承認者に報告するものとする。 

また、過年度事業における経営改善調査について、別紙様式第

15 号にまとめて報告することができるものとする。 

ただし、複数回支援を受けた支援対象者等の報告は、報告時点

で有効な支援計画に対する報告とし、それ以前の報告を省略す

ることができる。また、都道府県サポートセンターからの依頼又

は要請により、中央プランナー等の派遣を受けた支援対象者等

の調査及び報告については、都道府県サポートセンターから報

告するものとする。 

なお、事業承認者（農村振興局長を除く。）は、事業実施主体

から経営改善状況調査の結果報告を受けた場合には、速やかに

別紙様式第５号により農村振興局長に報告するものとする。 

 

４（略） 

15 号に取りまとめた上で、原則調査対象事業年度の翌年度の６

月末までに、事業承認者に報告するものとする。 

ただし、複数回支援を受けた支援対象者等の報告は、報告時点

で有効な支援計画に対する報告とし、それ以前の報告を省略す

ることができる。また、都道府県サポートセンターからの依頼又

は要請により、中央プランナー等の派遣を受けた支援対象者等

の調査及び報告については、都道府県サポートセンターから報 

告するものとする。 

  なお、事業承認者（農村振興局長を除く。）は、事業実施主体

から経営改善状況調査の結果報告を受けた場合には、速やかに

別紙様式第５号により農村振興局長に報告するものとする。 

 

 

 

４（略） 

 

第 10（略） 

 

第 10（略） 
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別表１ 

事項 具体的な事業内容 対象経費 

１  地域

資 源 活

用 ・ 地

域 連 携

中 央 サ

ポ ー ト

事業 

 

（１）地

域 資 源

活 用 ・

地 域 連

携 中 央

サ ポ ー

ト セ ン

タ ー 運

営事業 

 

 

 

 

都道府県サポートセンター等を全国

的な視点でサポートするため、中央サ

ポートセンターを設置し、（１）から

（３）までの取組を実施する。 

 

（１）中央委員会の設置・運営等 

中央委員会を設置・開催し、次の

取組を実施する。 

ア（略） 

イ サポート活動の品質向上に資

する取組 

（ア）中央プランナー及び地域プ

ランナーを対象とした、経営

や組織運営の改善方策の作成

及び実行に向けた指導内容の

品質確保に向けた研修会、地

域資源活用・地域連携事業

体の課題解決に資するデジタ

（略） 

別表１ 

事項 具体的な事業内容 対象経費 

１  農山

漁 村 発

イ ノ ベ

ー シ ョ

ン 中 央

サ ポ ー

ト事業 

 

（１）農

山 漁

村 発

イ ノ

ベ ー

シ ョ

ン 中

央 サ

ポ ー

ト セ

ン タ

ー 運

営 事

業 

 

 

 

 

都道府県サポートセンター等を全国

的な視点でサポートするため、中央サ

ポートセンターを設置し、（１）から

（３）までの取組を実施する。 

 

（１）中央委員会の設置・運営等 

中央委員会を設置・開催し、次の

取組を実施する。 

ア（略） 

イ サポート活動の品質向上に資

する取組 

（ア）中央プランナー及び地域プ

ランナーを対象とした、経営

や組織運営の改善方策の作成

及び実行に向けた指導内容の

品質確保に向けた研修会、農

山漁村発イノベーション事業

体の課題解決に資するデジタ

（略） 
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ル技術の活用に係る研修会等

の実施 

（イ）（略） 

ウ（略） 

エ 地域資源の活用や地域の多様

な事業者との連携による価値創

出の取組の分析・検証、情報発信

等 

（ア）～（ウ）（略） 

 

（２）地域資源活用・地域連携支援人材

バンクの設置・運営等 

（１）で選定した中央プランナ

ー等を登録する地域資源活用・地

域連携支援人材バンクの設置・運

営、中央プランナー等を紹介する

ウェブサイトの作成及び都道府県

サポートセンター等の責任者等に

よる連絡会議の開催等を実施す

る。 

 

（３）都道府県サポートセンター等に

対するサポート活動 

地域資源活用・地域連携事業体

に対し、中央プランナー等の派遣

等のサポート活動を実施する。 

ル技術の活用に係る研修会等

の実施 

（イ）（略） 

ウ（略） 

エ 農山漁村発イノベーションの

取組の分析・検証、情報発信等 

（ア）～（ウ）（略） 

 

 

 

（２）農山漁村発イノベーション支援

人材バンクの設置・運営等 

（１）で選定した中央プランナ

ー等を登録する農山漁村発イノベ

ーション支援人材バンクの設置・

運営、中央プランナー等を紹介す

るウェブサイトの作成及び都道府

県サポートセンター等の責任者等

による連絡会議の開催等を実施 

 

 

（３）都道府県サポートセンター等に

対するサポート活動 

以下に留意して農山漁村発イノ

ベーション事業体に対し、中央プ

ランナー等の派遣等のサポート活
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ア（略） 

イ 他の支援機関等に対するサポ

ート活動 

都道府県、株式会社日本政策金

融公庫等の支援機関や地域資源

活用・地域連携促進事業において

実施するビジネスコンテスト及

びディスカバー農山漁村の宝等

の受賞者から、中央プランナー等

の派遣依頼があり、当該支援につ

いて中央委員会が必要と認めた

場合には、支援機関等と連携した

支援を行う。 

 

（ ２ ） 地

域 資 源

活用・地

域 連 携

促 進 事

業 

農山漁村の抱える地域課題の解決を目

指した取組等を支援するため、次の取

組を行う。 

（１）起業促進プラットフォームを活

用したビジネス創出支援 

農山漁村において地域資源を活用

した多様なビジネスの創出を促進す

るため、起業促進プラットフォーム

「INACOME（イナカム）」を基盤とした

次の取組を実施する。なお、アからエ

までの取組は一体的に実施するこ

次のとおり

とする。 

ア ビジネ

スコンテ

スト、マ

ッチング

イ ベ ン

ト、セミ

ナー、フ

ォローア

ップ、情

動を実施 

ア（略） 

イ 他の支援機関等に対するサポ

ート活動 

    都道府県、株式会社日本政策

金融公庫等の支援機関や農山漁

村発イノベーション促進事業に

おいて実施するビジネスコンテ

スト及びディスカバー農山漁村

の宝等の受賞者から、中央プラ

ンナー等の派遣依頼があり、当

該支援について中央委員会が必

要と認めた場合には、支援機関

等と連携した支援を行う。 

 

（２）農

山 漁 村

発 イ ノ

ベ ー シ

ョ ン 促

進事業 

（新設） 

 

 

 

 

農山漁村において地域資源を活用し

た多様なビジネスの創出を促進するた

め、 起業 促 進プラ ット フォ ーム

「INACOME（イナカム）」を基盤とした次

の取組を実施する。なお、（１）から（４）

までの取組は一体的に実施すること。 

次のとおり

とする。 

ア ビジネ

スコンテ

スト、マ

ッチング

イ ベ ン

ト、セミ

ナー、フ

ォローア

ップ、情
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と。 

 ア～エ（略） 

 

（２）官民共創の仕組みを活用した地

域課題解決支援 

地域と民間企業が連携して地域課

題を解決する官民共創の仕組みを活

用した取組を強化するため、次の取

組を実施する。 

ア 地域と民間企業等をつなぎ、官

民共創の取組を促進するための機

動的な機能を持つ中間支援組織を

設置し、その企画・運営・とりまと

めを行う取組 

イ 民間企業等が有する地域課題解

決のためのソリューションを収集

し、地域課題の解決を望む地方公

共団体や地域の団体等に対する情

報発信を行う取組 

ウ 地域及び民間企業等双方のヒア

リング等を通じ、上記イで収集し

たソリューションによって地域課

題を解決する具体的な案件形成を

促進するための伴走支援を行う取

組 

 

報発信、

中間支援

組織等に

係 る 謝

金、旅費、

消 耗 品

費、通信

運搬費、

人件費、

会 場 借

料、メデ

ィア掲載

費 等 

イ Web プ

ラットフ

ォームの

運用・管

理・充実

化に係る

サイト運

営費、通

信 機 器

費、通信

運搬費、

人 件 費 

等 

 

（１）～（４）（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報発信等

に係る謝

金、旅費、

消 耗 品

費、通信

運搬費、

人件費、

会 場 借

料、メデ

ィア掲載

費 等 

イ Web プ

ラットフ

ォームの

運用・管

理・充実

化に係る

サイト運

営費、通

信 機 器

費、通信

運搬費、

人 件 費 

等 

ウ 効果測

定に係る
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ウ 効果測

定に係る

集計・分

析・報告

書 作 成

費、人件

費 等 

（ ３ ）

（略） 

地産地消の推進により、地域の活性

化を図るため、病院、福祉施設、民間企

業（社員食堂に関連する企業等）、学校

等の施設給食における地場産農林水産

物の利用拡大に向けた指導・助言や生

産者側とのニーズ・課題の調整、供給体

制の整備等を支援する専門家（以下「コ

ーディネーター」という。）の育成を図

るとともに、施設給食側及び生産者側

双方のニーズに応じてコーディネータ

ーの派遣を行う取組を実施。なお、次の

（１）から（３）までの取組は一体的に

実施すること。 

（１）（略） 

 

（２）コーディネーター育成 

コーディネーターを育成するた

め、地産地消の取組・効果に関する

理解を醸成するための研修や、施

次のとお

り と す

る。 

ア（略） 

イ コーデ

ィネータ

ー育成の

取組に係

る謝金、

旅費、印

刷 製 本

費、消耗

品費、通

信 運 搬

費、人件

費、ワー

クショッ

プ 開 催

費、会場

 

 

 

 

 

 

 

集計・分

析・報告

書 作 成

費、人件

費 等 

（ ３ ）

（略） 

地産地消の推進により、地域の活性

化を図るため、病院、福祉施設、民間企

業（社員食堂に関連する企業等）、学校

等の施設給食における地場産農林水産

物の利用拡大に向けた指導・助言や生

産者側とのニーズ・課題の調整、供給体

制の整備等を支援する専門家（以下「コ

ーディネーター」という。）の育成を図

るとともに、施設給食側及び生産者側

双方のニーズに応じてコーディネータ

ーの派遣を行う取組を実施。なお、次の

（１）から（３）までの取組は一体的に

実施すること。 

（１）（略） 

 

（２）コーディネーター育成研修会 

   コーディネーターを育成するた

め、地産地消の取組・効果や施設給

食へ地場産農林水産物を活用した

次のとお

り と す

る。 

ア(略) 

イ コーデ

ィネータ

ー育成研

修会に係

る謝金、

旅費、印

刷 製 本

費、消耗

品費、通

信 運 搬

費、人件

費 ワー

クショッ

プ 開 催

費、会場
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設給食へ地場産農林水産物を活用

した食材を安定的に供給する体制

整備等に必要な知見を得るための

研修を実施する取組 

 

（３）（略） 

 

借料、貸

切バスの

借料 等 

ウ（略） 

 

２  地域

資 源 活

用・地域

連 携 都

道 府 県

サ ポ ー

ト事業 

都道府県が管轄する地域における地

域資源活用・地域連携事業体の経営改

善や地域資源の活用や地域の多様な事

業者との連携による価値創出の取組を

サポートするため、以下の（１）から

（５）までの取組を実施する。 

なお、（１）から（３）までの取組は

一体的に実施するものとし、（４）又は

（５）の取組を実施するに当たっては、

（１）から（３）までの取組と併せて行

うものとする。 

 

（１）都道府県サポートセンターの設

置 

都道府県内に地域資源の活用や

地域の多様な事業者との連携によ

る価値創出を推進するための支援

拠点を設置し、事業全体の責任者

である統括企画推進員、デジタル

（１）交付

対象経

費は次

のとお

りとす

る。 

ア（略） 

イ （４）

の 取 組

を 行 う

場合 

地 域

資 源 活

用・地産

地 消 推

進 協 議

会 開 催

費（講師

謝金、講

食材を安定的に供給する体制整備

等に必要な知見を得るための研修

を実施する取組 

 

 

（３）（略） 

 

借料、貸

切バスの

借料 等 

ウ（略） 

２  農山

漁 村 発

イ ノ ベ

ー シ ョ

ン 都 道

府 県 サ

ポ ー ト

事業 

都道府県が管轄する地域における農

山漁村発イノベーション事業体の経営

改善や農山漁村発イノベーションとし

ての付加価値向上の取組をサポートす

るため、以下の（１）から（５）までの

取組を実施する。 

なお、（１）から（３）までの取組は

一体的に実施するものとし、（４）又は

（５）の取組を実施するに当たっては、

（１）から（３）までの取組と併せて行

うものとする。 

 

（１）都道府県サポートセンターの設

置 

都道府県内に農山漁村発イノベ

ーションの支援拠点を設置し、事

業全体の責任者である統括企画推

進員、デジタル技術の活用も含む

支援のコーディネートを行う企画

（１）交付対

象経費

は次の

とおり

と す

る。 

 ア（略） 

 イ （４）

の取組

を行う

場合 

   農山

漁村発

イノベ

ーショ

ン・地

産地消

推進協

議会開
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技術の活用も含む支援のコーディ

ネートを行う企画推進員及び経理

責任者を定め、支援対象者等の経

営改善戦略の作成及び実行を支援

する。 

 

（２）（略） 

 

（３）支援対象者等に対するサポート

活動等 

ア 相談窓口の設置 

地域資源活用・地域連携事業体

等の各種相談に対応するための

相談窓口を都道府県サポートセ

ンターに開設する。相談窓口で

は、必要に応じて、相談者に対し

て事業計画の作成に係る助言、デ

ジタル技術の活用も含む国又は

地方公共団体の支援制度や取組

事例の紹介、六次産業化・地産地

消法第５条第１項に規定する総

合化事業計画の策定に係る助言

等の対応を行う。 

また、他の事業者等のモデル事

例となり得る新規性のある地域

資源の活用や地域の多様な事業

師旅費、

資 料 印

刷 費

等）、交

流 会 開

催費（講

師謝金、

講 師 旅

費、会場

借料、資

料 印 刷

費、開催

案 内 印

刷・発送

費等）、

通信費、

消 耗 品

費等 

 

 

 

 

 

 

ウ（略） 

 

推進員及び経理責任者を定め、支

援対象者等の経営改善戦略の作成

及び実行を支援する。 

 

 

 

（２）（略） 

 

（３）支援対象者等に対するサポート

活動等 

ア 相談窓口の設置 

農山漁村発イノベーション事

業体等の各種相談に対応するた

めの相談窓口を都道府県サポー

トセンターに開設する。相談窓口

では、必要に応じて、相談者に対

して事業計画の作成に係る助言、

デジタル技術の活用も含む国又

は地方公共団体の支援制度や取

組事例の紹介、六次産業化・地産

地消法第５条第１項に規定する

総合化事業計画の策定に係る助

言等の対応を行う。 

また、他の事業者等のモデル事

例となり得る新規性のある農山

漁村発イノベーションの取組の

催 費

（講師

謝金、

講師旅

費、資

料印刷

費等）、

交流会

開催費

（講師

謝金、

講師旅

費、会

場 借

料、資

料印刷

費、開

催案内

印刷・

発送費

等）、通

信費、

消耗品

費等 

 ウ（略） 
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者との連携による価値創出の取

組の発掘や、地域委員会における

支援対象者等の決定に向けて相

談者の事業実態や要望、課題等を

直接把握するとともに、支援対象

者等に対して適切な支援を行う

ことができる地域プランナー等

とのコーディネートを行う。 

イ・ウ（略） 

 

（４）都道府県戦略及び市町村戦略の

策定等 

ア 都道府県戦略の策定 

次の（ア）から（ケ）までの項

目について規定した都道府県戦

略を策定（更新を含む。以下同

じ。）又は策定に向けた検討をす

る。 

（ア）その区域内の農林漁業及び

地域資源の活用や地域の多様

な事業者との連携による価値

創出についての現状と課題 

（イ）（ア）の現状と課題を踏まえ

た地域資源の活用や地域の多

様な事業者との連携による価

値創出等の取組方針 

（２）交付

対象と

しない

経費は

次のと

おりと

する。 

ア 支援

拠 点 と

な る 事

務 所 の

借 上 経

費 

 

 

 

 

イ・ウ（略） 

 

発掘や、地域委員会における支援

対象者等の決定に向けて相談者

の事業実態や要望、課題等を直接

把握するとともに、支援対象者等

に対して適切な支援を行うこと

ができる地域プランナー等との

コーディネートを行う。 

 

イ・ウ（略） 

 

（４）都道府県戦略及び市町村戦略の

策定等 

ア 都道府県戦略の策定 

次の（ア）から（ケ）までの項

目について規定した都道府県戦略

を策定（更新を含む。以下同じ。）

又は策定に向けた検討をする。 

（ア）その区域内の農林漁業及び農

山漁村発イノベーションについ

ての現状と課題 

（イ）（ア）の現状と課題を踏まえた

農山漁村発イノベーション等の

取組方針 

（注）地域内外の多様な事業分野

の事業者の参加を得て、農山

漁村の地域資源を活用した

（２）交付

対 象 と

し な い

経 費 は

次 の と

お り と

する。 

 ア 農山

漁村発

イノベ

ーショ

ンの支

援拠点

となる

事務所

の借上

経費 

イ・ウ（略） 
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（注）地域内外の多様な事業分野

の事業者の参加を得て、農山

漁村の地域資源を活用した

ビジネスモデル創出等に向

けて、具体的な取組方針等を

記載すること。 

（ウ）今後の地域資源の活用や地

域の多様な事業者との連携に

よる価値創出の推進に係る都

道府県戦略の定量的な成果目

標（地域資源活用・地域連携事

業の売上、付加価値額及び地

域資源活用・地域連携事業体

の数等） 

（注）地域資源の活用や地域の多

様な事業者との連携による

価値創出としての実績、今後

の取組方針等を勘案し、地域

内の地域資源の活用や地域

の多様な事業者との連携に

よる売上、新商品開発等に取

り組む地域資源活用・地域連

携事業体の数、新規雇用者数

等の目標値及び当該目標値

により生み出される地域経

済効果（ビジョン）について

ビジネスモデル創出等に向

けて、具体的な取組方針等を

記載すること。 

 

 

 

（ウ）今後の農山漁村発イノベー

ション推進の都道府県戦略の

定量的な成果目標（農山漁村

発イノベーション事業の売

上、付加価値額及び農山漁村

発イノベーション事業体の数

等） 

（注）農山漁村発イノベーション

としての実績、今後の取組方

針等を勘案し、地域内の農山

漁村発イノベーションとし

ての売上、新商品開発等に取

り組む農山漁村発イノベー

ション事業体の数、新規雇用

者数等の目標値及び当該目

標値により生み出される地

域経済効果（ビジョン）につ

いて記載すること。 
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記載すること。 

 

（エ）地域の特性を生かして地域

資源の活用や地域の多様な事

業者との連携による価値創出

に取り組む上で重点的に活用

を図るべき農山漁村の地域資

源、当該地域資源を活用して

開発及び生産する新商品の種

類、当該新商品の販路開拓等

の方向性 

（オ）育成を図る地域資源活用・地

域連携事業体の将来像 

（注）新たな法人の設立を通じた

育成、異業種事業者の連携に

よる育成、女性の力を活用し

た育成、デジタル技術を活用

した育成等を記載すること。 

（カ）都道府県が地域資源活用・地

域連携事業体を支援するため

に行う施策 

（注）都道府県の単独事業で支援

するもの等を記載すること。 

（キ）・（ク）（略） 

（ケ）（ア）から（ク）までに掲げ

るもののほか、地域資源の活

 

 

（エ）地域の特性を生かして農山漁

村発イノベーションに取り組

む上で重点的に活用を図るべ

き農山漁村の地域資源、当該地

域資源を活用して開発及び生

産する新商品の種類、当該新商

品の販路開拓等の方向性 

 

 

（オ）育成を図る農山漁村発イノベ

ーション事業体の将来像 

（注）新たな法人の設立を通じた

育成、異業種事業者の連携に

よる育成、女性の力を活用し

た育成、デジタル技術を活用

した育成等を記載すること。 

（カ）都道府県が農山漁村発イノベ

ーション事業体を支援するため

に行う施策 

（注）都道府県の単独事業で支援

するもの等を記載すること。 

（キ）・（ク）（略） 

（ケ）（ア）から（ク）までに掲げる

もののほか、農山漁村発イノベ
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用や地域の多様な事業者との

連携による価値創出を推進す

るために必要な事項 

（注）必要に応じて記載するこ

と。 

イ（略） 

ウ 都道府県戦略に基づく地域資

源活用・地域連携事業体と他の

事業者等とのマッチング、異業

種交流等を目的とした交流会の

開催 

 

（５）人材育成研修会の開催 

経営感覚を持って地域資源の活

用や地域の多様な事業者との連携

による価値創出に取り組む人材を

育成するため、HACCP、衛生・品質

管理、ブランド戦略に関する権利

や手続、経営、マーケティング、資

金調達、障害者（障害者基本法（昭

和 45 年法律第 84 号）第２条第１

項に規定する障害者をいう。以下

同じ。）の雇用促進等に必要な知見

を得るための講義や実践的な経験

を得るための実習を行う。 

また、これらの研修等に加え、地

ーションを推進するために必要

な事項 

（注）必要に応じて記載するこ

と。 

 

イ（略） 

ウ 都道府県戦略に基づく農山漁村

発イノベーション事業体と他の事業者

等とのマッチング、異業種交流等を目

的とした交流会の開催 

 

（５）人材育成研修会の開催 

   経営感覚を持って農山漁村発イ

ノベーションに取り組む人材を育

成するため、HACCP、衛生・品質管

理、ブランド戦略に関する権利や

手続、経営、マーケティング、資金

調達、障害者（障害者基本法（昭和

45 年法律第 84 号）第２条第１項に

規定する障害者をいう。以下同

じ。）の雇用促進等に必要な知見を

得るための講義や実践的な経験を

得るための実習を行う。 

また、これらの研修等に加え、農

山漁村発イノベーションの取組に

係るコスト削減、販路拡大、資金調
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域資源の活用や地域の多様な事業

者との連携による価値創出の取組

に係るコスト削減、販路拡大、資金

調達等を効率的に行うためのデジ

タル技術の活用に必要な知見を得

るための講義、優良事例の紹介、実

践的な経験を得るための実習等を

行う。 

なお、人材育成研修会を実施し

た場合には、研修受講者等に対し、

聞き取りや郵送等により研修の効

果や理解度等についてのアンケー

ト調査を行うとともに、都道府県

サポートセンターによる支援や国

等の支援策を紹介するなど、研修

受講者による地域資源の活用や地

域の多様な事業者との連携による

価値創出の取組をサポートするも

のとすること。 

 
 

達等を効率的に行うためのデジタ

ル技術の活用に必要な知見を得る

ための講義、優良事例の紹介、実践

的な経験を得るための実習等を行

う。 

なお、人材育成研修会を実施し

た場合には、研修受講者等に対し、

聞き取りや郵送等により研修の効

果や理解度等についてのアンケー

ト調査を行うとともに、都道府県

サポートセンターによる支援や国

等の支援策を紹介するなど、研修

受講者による農山漁村発イノベー

ションの取組をサポートするもの

とすること。 

 

 

 

 
 

  

別表２ 

事項 選定要件 
事 業 実

施主体 

交 付 率

及 び 助

成額 

別表２ 

事項 選定要件 
事業実

施主体 

交付率

及び助

成額 
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１ 地域資源活

用・地域連携中央

サポート事業 

 

（１）地域資源

活用・地域連

携中央サポー

トセンター運

営事業 

 

 

（略） 

 

（略） （略） 

（２）地域資源活

用・地域連携促

進事業 

（略） 

 

（略） （略） 

（３）（略） （略） （略） （略） 

２ 地域資源活

用・地域連携都道

府県サポート事業 

（１）（略） 

 

（２）別表１の事項２の

具体的な事業内容

の欄の（４）及び

（５）の取組を行う

（略） （略） 

１ 農山漁村発

イノベーショ

ン中央サポー

ト事業 

 

（１）農山漁

村発イノベ

ーション中

央サポート

センター運

営事業 

（略） （略） （略） 

（２）農山漁村

発イノベーシ

ョン促進事業 

（略） 

 

（略） （略） 

（３）（略） （略） （略） （略） 

２ 農山漁村発

イノベーショ

ン都道府県サ

ポート事業 

（１）（略） 

 

（２）別表１の事項２

の 具 体 的 な 事 業

内容の欄の（４）

及び（５）の取組

（略） （略） 
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場合にあっては、当

該取組が、特定の資

格取得を目的に実

施されるものでな

いこと。また、地域

資源の活用や地域

の多様な事業者と

の連携による価値

創出等の取組を行

う上で実践的な知

識の習得に資する

ものであること。 

 

（３）（略） 

 
 

を 行 う 場 合 に あ

っては、当該取組

が、特定の資格取

得 を 目 的 に 実 施

さ れ る も の で な

いこと。また、農

山 漁 村 発 イ ノ ベ

ー シ ョ ン 等 の 取

組 を 行 う 上 で 実

践 的 な 知 識 の 習

得 に 資 す る も の

であること。 

 

（３）（略） 

 

 

 



（様式） 
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別紙様式第１号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

            

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先 農村振興局長    

 

事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち 

地域資源活用・地域連携中央サポートセンター運営事業 

 

１～３（略） 

 

４ 事業実施内容 

別紙様式第１号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

            

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先 農村振興局長    

 

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

農山漁村発イノベーション創出支援型のうち 

農山漁村発イノベーション中央サポートセンター運営事業 

 

１～３（略） 

 

４ 事業実施内容 



- 34 - 

［具体的な取組内容］ 

１（略） 

 

２ 地域資源活用・地域連携支援人材バンクの設置・運営等 

  ※中央プランナー等の選定に係る審査方法については必ず記載ください。 

 

３（略） 

 

［取組内容ごとの実施スケジュール］ 

番

号 

取

組

内

容
（注

２） 

スケジュール 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２

月 

３

月 

1                 

2                 

3                 

4                 

5                 
 

 

５ 事業計画とその経費の内訳（※ 積算資料を添付してくださ

い。） 

単位：千円 

［具体的な取組内容］ 

１（略） 

 

２ 農山漁村発イノベーション支援人材バンクの設置・運営等 

  ※中央プランナー等の選定に係る審査方法については必ず記載ください。

 

３（略） 

 

［取組内容ごとの実施スケジュール］ 

番

号 

取

組

内

容
（注

２） 

スケジュール 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２

月 

３

月 

1                 

2                 

3                 

4                 

5                 
 

 

５ 事業計画とその経費の内訳（※ 積算資料を添付してくださ

い。） 

単位：千円 
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取組内容（注

１） 

総事業

費 

本交付

金 

他の補

助金等 

自己資

金 計算式

等（注２） ①=②＋

③＋④ 
② ③ 

④ 

中央委員会の

設置・運営等 
    

 

地域資源活

用・地域連携

支援人材バン

クの設置・運

営等 

    

 

都道府県サポ

ートセンター

等に対するサ

ポート活動 

    

 

合  計      

 
         

 

備 考（注３） 
他の補助金等： 

自己資金調達先： 

注１～６（略） 

 

６～８（略） 

 

別添 

      提出年月日 令和 年 月 日 

取組内容（注

１） 

総事業

費 

本交付

金 

他の補

助金等 

自己資

金 計算式

等（注２） ①=②＋

③＋④ 
② ③ 

④ 

中央委員会の

設置・運営等 
    

 

農山漁村発イ

ノベーション

支援人材バン

クの設置・運

営等 

    

 

都道府県サポ

ートセンター

等に対するサ

ポート活動 

    

 

合  計      

 
         

 

備 考（注３） 
他の補助金等： 

自己資金調達先： 

注１～６（略） 

 

６～８（略） 

 

別添 

環境負荷軽減の取組に係るチェックシート 
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事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

 

環境負荷低減の取組に係るチェックシート 

 

①・②（略） 

③本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。 

上記について、確認しました→☐ 

 

 

 

 

 

 

 

①・②（略） 

（新設） 

別紙様式第２号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先 農村振興局長    

 

事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち 

地域資源活用・地域連携促進事業 

別紙様式第２号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先 農村振興局長    

 

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

農山漁村発イノベーション創出支援型のうち 

農山漁村発イノベーション促進事業 
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１・２（略） 

３ 成果目標及び効果 

 

注１（略） 

注２ 本事業を実施することで、農山漁村における起業促進

または課題解決にどのように貢献するかが明らかになる

よう具体的に記載してください。 

４～８（略） 

 

別添 

      提出年月日 令和 年 月 日 

            

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

 

環境負荷低減の取組に係るチェックシート 

 

①・②（略） 

③本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。 

上記について、確認しました→☐ 

 

 

 

１・２（略） 

３ 成果目標及び効果 

 

注１（略） 

注２ 本事業を実施することで、農山漁村における起業促進

にどのように貢献するかが明らかになるよう具体的に記

載してください。 

４～８（略） 

 

別添 

環境負荷軽減の取組に係るチェックシート 

 

 

 

 

 

 

①・②（略） 

（新設） 
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別紙様式第３号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先 農村振興局長    

 

事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち 

地域の食の絆強化推進運動事業 

 

１～７（略） 

 

８ 添付資料（添付している書類の欄に「〇」を記入してください。） 

①～②（略）   

  ③ 過去３年間の事業報告（設立して間もない提案者

については、設立後現在までの期間の事業実績が分

かる資料） 

  

④ 過去３年間の収支決算（決算書、貸借対照表、損

益計算書。設立して間もない提案者については、設

立後現在までの期間の資料） 

  

別紙様式第３号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先 農村振興局長    

 

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

農山漁村発イノベーション創出支援型のうち 

地域の食の絆強化推進運動事業 

 

１～７（略） 

 

８ 添付資料（添付している書類の欄に「〇」を記入してください。） 

①～②（略）   

  ③ 過去３年間の事業報告（設立して間もない提案者

については、設立後現在までの期間の事業実績が分

かる資料） 

  

③ 過去３年間の収支決算（決算書、貸借対照表、損

益計算書。設立して間もない提案者については、設

立後現在までの期間の資料） 
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⑤ 事業実施主体の役員・職員名簿及び組織図  

  ⑥～⑦（略）   

※（略） 

 

別添 

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

 

環境負荷低減の取組に係るチェックシート 

 

①・②（略） 

③本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。 

上記について、確認しました→☐ 

 

④ 事業実施主体の役員・職員名簿及び組織図  

  ⑥～⑦（略）   

※（略） 

 

別添 

環境負荷軽減の取組に係るチェックシート 

 

 

 

 

 

 

①・②（略） 

（新設） 
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別紙様式第４号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先     

 

事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち 

地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業 

 

別添１ 総括表 

事業種

類 

取組内

容 

・経費

区分 

事業費 

負 担 区 分 

事業の委

託 
備考 本交付

金 

事業実施

主体 

別紙様式第４号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

申請先     

 

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画 承認申請 

 

令和 年度 

農山漁村発イノベーション創出支援型のうち 

農山漁村発イノベーション都道府県サポート事業 

 

別添１ 総括表 

事業種

類 

取組内

容 

・経費

区分 

事業費 

負 担 区 分 

事業の委

託 
備考 本交付

金 

事業実施

主体 
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地域資

源活

用・地

域連携

都道府

県サポ

ート事

業 

 千円 千円 千円  

(1) 委

託先 

(2) 委 託

する事

業の内

容及び

当該事

業に要

する経

費 

 

 

合   計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

（添付資料）（略） 

 

別添２ 地域資源活用・地域連携都道府県サポート事業 

都道府県名  

 

１～３（略） 

４ 事業内容 

（１）（略） 

 

（２）統括企画推進員及び企画推進員の関連業務の知見や経験等

の有無 

農山漁

村発イ

ノベー

ション

都道府

県サポ

ート事

業 

 千円 千円 千円  

(1) 委

託先 

(2) 委 託

する事

業の内

容及び

当該事

業に要

する経

費 

 

 

合   計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（略） 

（添付資料）（略） 

 

別添２ 農山漁村発イノベーション都道府県サポート事業 

都道府県名  

 

１～３（略） 

４ 事業内容 

（１）（略） 

 

（２）統括企画推進員及び企画推進員の関連業務の知見や経験等

の有無 
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  （注）経営分析や各種支援策に関する知見のほか、地域資源の

活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出を円滑

に進めるためのデジタル技術の活用に関する知見等につい

ても記載すること。 

 

（３）～（11）（略） 

 

５ 地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出

の推進にかかる取組状況等 

別記２－２の第７の１の（１）（⑦及び⑧を除く。）に係る事項を

記載する。 

（１）「地域資源活用・地産地消推進協議会」を設置しているか。 

 該当する  該当しない 

 

（２）～（４）（略） 

 

（５）地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値

創出に取り組む人材の育成を行っているか（国庫補助の活用

は問わない。）。 

   該当する 

デジタル

人材育成 

有 

 該当する 

デジタル

人材育成 

無 

 該当しない 

 

（６）（略） 

 

  （注）経営分析や各種支援策に関する知見のほか、農山漁村発

イノベーションを円滑に進めるためのデジタル技術の活用

に関する知見等についても記載すること。 

 

 

（３）～（11）（略） 

 

５ 農山漁村発イノベーション推進にかかる取組状況等 

別記２の第５の１の（１）（⑦及び⑧を除く。）に係る事項を記載

する。 

（１）「農山漁村発イノベーション・地産地消推進協議会」を設置

しているか。 

 該当する  該当しない 

 

（２）～（４）（略） 

 

（５）農山漁村発イノベーションに取り組む人材の育成を行って

いるか（国庫補助の活用は問わない。）。 

 

   該当する 

デジタル

人材育成 

有 

 該当する 

デジタル

人材育成 

無 

 該当しない 

 

（６）（略） 
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（７）「地域資源活用・地域連携事業体」を支援する体制が整備さ

れているか。 

  該当する 

デジタル

相談体制 

有 

 該 当 す

る 

デ ジ タ

ル 相 談

体 制 

無 

 該当しな

い 

 

（８）・（９）（略） 

 

（10）「地域資源活用・地産地消推進協議会や人材育成研修会の場

において、国の支援制度や参考となる全国各地の取組事例、サ

ポートセンターと連携した支援情報」を地域資源活用・地域連

携事業体や市町村、商工会等の関係する機関に対して情報提

供しているか。 

 該当する  該当しない 

 

６ 添付資料 

（１）（略） 

（２）地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値

創出の推進にかかる取組状況等に関する書類 

次に定める内容に該当する場合は、必要な書類を添付する

こと。 

①・②（略） 

 

（７）「農山漁村発イノベーション事業体」を支援する体制が整備

されているか。 

  該当する 

デジタル

相談体制 

有 

 該 当 す

る 

デ ジ タ

ル 相 談

体 制 

無 

 該当しな

い 

 

（８）・（９）（略） 

 

（10）「農山漁村発イノベーション・地産地消推進協議会や人材育

成研修会の場において、国の支援制度や参考となる全国各地

の取組事例、サポートセンターと連携した支援情報」を農山漁

村発イノベーション事業体や市町村、商工会等の関係する機

関に対して情報提供しているか。 

 該当する  該当しない 

 

６ 添付資料 

（１）（略） 

（２）農山漁村発イノベーション推進にかかる取組状況等に関す

る書類 

次に定める内容に該当する場合は、必要な書類を添付する

こと。 

①・②（略） 
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別添３ 地域資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値

創出に関する戦略の策定 

 

１ 事業の目的及び効果等 

（１）事業の目的 

 

（注）１（略） 

   ２ 策定する戦略が地域資源の活用や地域の多様な事業

者との連携による価値創出の取組や活用する地域資源

等がどのように寄与するか記載すること。 

 

（２）（略） 

 

（３）事業の実施方針 

ア（略） 

イ 事業実施年度以降の実施方針 

 

（注）事業実施年度以降の地域資源の活用や地域の多様な事

業者との連携による価値創出等を推進するための取組及

びスケジュールを記載すること。 

 

（４）（略） 

 

（５）事業内容 

ア 地域資源活用・地産地消推進協議会の設置 

 

別添３ 農山漁村発イノベーションに関する戦略の策定 

 

 

１ 事業の目的及び効果等 

（１）事業の目的 

 

（注）１（略） 

   ２ 策定する戦略が農山漁村発イノベーションの取組や

活用する地域資源等がどのように寄与するか記載する

こと。 

 

（２）（略） 

 

（３）事業の実施方針 

ア（略） 

イ 事業実施年度以降の実施方針 

 

（注）事業実施年度以降の農山漁村発イノベーション等を推

進するための取組及びスケジュールを記載すること。 

 

 

（４）（略） 

 

（５）事業内容 

ア 農山漁村発イノベーション・地産地消推進協議会の設置 
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名称 設置年月日 構成員 事務局 

    

イ 地域資源活用・地産地消推進協議会の開催 

名称 設置年月日 構成員 事務局 

    

ウ（略） 

 

別添４ 人材育成研修会の開催 

 

１ 事業の目的及び効果等 

（１）事業の目的 

 

（注）１（略） 

   ２ 人材育成研修会が地域資源の活用や地域の多様な

事業者との連携による価値創出の取組にどのように

寄与するか記載すること。 

 

（２）事業の効果 

 

（注）１（略） 

   ２ 人材育成研修会に参加した人材が地域資源の活用

や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取

組をどのように進めていくか等を記載すること。 

３ デジタル技術の活用により、地域資源の活用や地域

の多様な事業者との連携による価値創出の取組の効

率化にどのように貢献するか等を記載すること。 

名称 設置年月日 構成員 事務局 

    

イ 農山漁村発イノベーション・地産地消推進協議会の開催 

名称 設置年月日 構成員 事務局 

    

ウ（略） 

 

別添４ 人材育成研修会の開催 

 

１ 事業の目的及び効果等 

（１）事業の目的 

 

（注）１（略） 

   ２ 人材育成研修会が農山漁村発イノベーションの取

組にどのように寄与するか記載すること。 

 

 

（２）事業の効果 

 

（注）１（略） 

   ２ 人材育成研修会に参加した人材がどのように農山

漁村発イノベーションの取組を進めていくか等を記

載すること。 

３ デジタル技術の活用により、どのように農山漁村 

発イノベーションの取組の効率化に貢献するか等を

記載すること。 
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（３）事業の実施方針 

ア（略） 

イ 事業実施年度以降の実施方針 

 

（注）事業実施年度以降の地域資源の活用や地域の多様な事

業者との連携による価値創出を推進するための取組及

びスケジュールを記載すること。 

 

（４）・（５）（略） 

 

別添５ 

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

 

環境負荷低減の取組に係るチェックシート 

 

 

①・②（略） 

③本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。 

上記について、確認しました→☐ 

 

 

（３）事業の実施方針 

ア（略） 

イ 事業実施年度以降の実施方針 

 

（注）事業実施年度以降の農山漁村発イノベーションを推進

するための取組及びスケジュールを記載すること。 

 

 

（４）・（５）（略） 

 

別添５ 

環境負荷軽減の取組に係るチェックシート 

 

 

 

 

 

 

 

①・②（略） 

（新設） 



- 47 - 

別紙様式第５号 

番         号 

年    月    日 

 

農村振興局長 殿 

 

事業承認者   

 

令和  年度農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）

のうち地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）の関係書類の

提出（報告）について 

 

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）実施要領（令

和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通知）

別記２－２第３又は第８の規定に基づき、下記の事項について提出

（報告）します。 

 

記 

 

 事業実施計画（の変更）の報告について 

 （略） 

 （略） 

 

※（略） 

 

別紙様式第５号 

番         号 

年    月    日 

 

農村振興局長 殿 

 

事業承認者   

 

令和  年度農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対

策）のうち農山漁村発イノベーション推進事業（農山漁村発イノベ

ーション創出支援型）の関係書類の提出（報告）について 

 

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）実施要領

（令和４年４月１日付け３農振第2921号農林水産省農村振興局長通

知）別記２－２第３又は第８の規定に基づき、下記の事項について

提出（報告）します。 

 

記 

 

 農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（の変

更）の報告について 

 （略） 

 （略） 

 

※（略） 
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別紙様式第６号 

支援シート 

 

１～３（略） 

４ 経営指標（決算情報） 

 

（注）１（略） 

   ２ 指標には、「地域資源の活用や地域の多様な事業者との

連携による価値創出の取組に係る売上」、「経営全体の売

上」、「経営全体の営業利益」及び「付加価値額」は必ず記

載すること。 

 

５～９（略） 

 

10 経営改善状況 

 

（注）１（略） 

    ２ 経営改善状況について、経営改善状況の総括や「地域

資源の活用や地域の多様な事業者との連携による価値創

出の取組に係る売上」、「経営全体の売上」、「経営全体の

営業利益」、「付加価値額」は必ず記載すること。 

    ３（略） 

 

11（略） 

 

別紙様式第６号 

支援シート 

 

１～３（略） 

４ 経営指標（決算情報） 

 

（注）１（略） 

   ２ 指標には、「農山漁村発イノベーションに係る売上」、

「経営全体の売上」、「経営全体の営業利益」及び「付加価

値額」は必ず記載すること。 

 

 

５～９（略） 

 

10 経営改善状況 

 

（注）１（略） 

    ２ 経営改善状況について、経営改善状況の総括や「農山

漁村発イノベーションに係る売上」、「経営全体の売上」、

「経営全体の営業利益」、「付加価値額」は必ず記載す 

ること。 

    ３（略） 

 

11（略） 
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別紙様式第７～９号（略） 別紙様式第７～９号（略） 

 

別紙様式第10号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名及び代表者名     

サポートセンター名     

        

申請先   
 

別紙様式第10号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名及び代表者名     

サポートセンター名     

        

申請先   
 

 

令和○年度 地域プランナー等の派遣実績について 

 

地域プランナー等の派遣実績 

 通

番 

支援対象

者等の商

号又は名

称 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

小

計 

1

0

月 

1

1

月 

1

2

月 

１

月 

２

月 

３

月 

小

計 

合

計 

１                 

２                 

３                 

４                 

５                 

６                 

 

令和○年度 地域プランナー等の派遣実績について 

 

地域プランナー等の派遣実績 

 （

新

設

） 

支援対象

者等の商

号又は名

称 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

小

計 

1

0

月 

1

1

月 

1

2

月 

１

月 

２

月 

３

月 

小

計 

合

計 

１                 

２                 

３                 

４                 

５                 

６                 
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７                 

８                 

９                 

1

0 

                 

（注）１ 過年度に支援を受けている場合には、過年度に付与した

通番を記載すること。 

２～６（略） 

 

７                 

８                 

９                 

1

0 

                 

（注）（新設） 

 

１～５（略） 

 

別紙様式第11号 

 

経営改善状況調査 

 

１（略） 

 

２事業年度ごとの経営改善状況 

 

（注）経営改善状況の総括や経営改善戦略の実行状況、「地域資源の

活用や地域の多様な事業者との連携による価値創出の取組に係る

売上」、「経営全体の売上」、「経営全体の営業利益」、「付加価値額」

を必ず記載すること。 

 

３（略） 

 

別紙様式第11号 

 

経営改善状況調査 

 

１（略） 

 

２事業年度ごとの経営改善状況 

 

（注）経営改善状況の総括や経営改善戦略の実行状況、「農山漁村発

イノベーションにかかる売上」、「経営全体の売上」、「経営全体の

営業利益」、「付加価値額」を必ず記載すること。 

 

 

３（略） 

 

別記様式第12号 

番         号 

別記様式第12号 

番         号 
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年    月    日 

 

農村振興局長 殿 

 

市町村名         

住所・連絡先       

代表者名         

 

令和 年度農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策） の

うち地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）の実施について

（協議） 

 

 

今般、（市町村名）においては、農山漁村振興交付金（地域資源活

用価値創出対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921号

農林水産省農村振興局長通知）による次の取組の実施を計画してい

ます。 

ついては、同要領別記２－２第６の２の（５）のイの(イ)の規定

に基づき、本事業による次の取組について、別添の事業実施計画を

提出しますので、審査をお願いいたします。 

 

記 

 

 （略） 

 （略） 

 

年    月    日 

 

農村振興局長 殿 

 

市町村名         

住所・連絡先       

代表者名         

 

令和 年度農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策） 

のうち農山漁村発イノベーション推進事業（農山漁村発イノベーシ

ョン創出支援型）の実施について（協議） 

 

 

今般、（市町村名）においては、農山漁村振興交付金（農山漁村発

イノベーション対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第2921

号農林水産省農村振興局長通知）による次の取組の実施を計画して

います。 

ついては、同要領別記２－２第６の２の（５）のイの(イ)の規定

に基づき、本事業による次の取組について、別添の事業実施計画を

提出しますので、審査をお願いいたします。 

 

記 

 

 （略） 

 （略） 
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※（略） 

 

※（略） 

  

別記様式第13号（略） 別記様式第13号（略） 

別記様式第14号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

報告先     

 

令和 年度地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）のうち

地域資源活用・地域連携サポート事業の事業実施状況の報告につい

て 

 

１・２（略） 

 

別添 

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

 

別記様式第14号 

      文書番号（任意記載）   

      提出年月日 令和 年 月 日 

          

事業実施主体名     

代表者役職及び氏名     

        

報告先     

 

令和 年度農山漁村発イノベーション創出支援型のうち農山漁村

発イノベーションサポート事業の事業実施状況の報告について 

 

 

１・２（略） 

 

（新設） 
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環境負荷低減の取組に係るチェックシート 

 

①農山漁村振興交付金では、事業実施期間中において、チェックシ

ートに掲げる全ての項目の取組を実施することが交付要件となっ

ています（ただし、該当しない取組を除きます）。 

 

②事業実施期間中に実施した取組について、チェック欄に ✓ を記

入してください。 

 

③本チェックシートにて報告された内容については、農林水産省が

対象者を抽出し、実施状況の確認を行います。 

上記について、確認しました → □ 

 

取組項目及び取組内容 

チェッ

ク 

欄 

１ 

エネルギーの節減 

 

◎施設・機械・器具等の電気・燃料の使用状況の記

録・保存に努める。 

◎省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消

費をしないように努める（照明、空調、ウォーム

ビズ・クールビズ、排ガス対策機械の利用等） 

◎環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検

討する。 
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２ 

廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な

処分 

 

◎プラスチック等廃棄物の削減に努め、使用済みプ

ラスチック等の廃棄物が発生する場合は、関連す

る環境法令に応じた処分等に努めるなど適切に

対応する。 

◎資源の再利用を検討する。 

 

 

３ 

生物多様性への悪影響の防止 

 

○生物多様性への影響が想定される工事等を実施

する場合は、生物多様性に配慮した事業実施に努

める。（該当しない□） 

○水質汚濁防止法における特定施設に該当する場

合は、排水処理に係る水質汚濁防止法を遵守す

る。（該当しない□） 

 

 

４ 

環境関係法令の遵守 

 

◎みどりの食料システムを理解する。 

◎関係法令を遵守する。 

◎環境配慮の取組方針の策定や研修による知見・情

報の収集に努める。 

○機械等を扱う場合は、製造機械等の適切な整備と

管理の実施に努める。（該当しない□） 
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◎正しい知識に基づく作業安全に努める。 

 

 なお、◎の取組については、実施することが必須となっています。 

 

 

 

 



（様式） 
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（削る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第15号 

 

 



（様式） 
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 別記様式第15号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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